
 
地域再生計画 

 
 
１．地域再生計画の名称 

翡翠
ひ す い

の水再生計画 

 
２．地域再生計画の作成主体の名称 

糸魚川市 

 

３．地域再生計画の区域 
糸魚川市の全域 

 

４．地域再生計画の目標 
糸魚川市は新潟県最西端に位置し、糸魚川市、能生町、青海町の１市２町が平成

１７年３月１９日に合併した、人口 51,543 人、面積 746.24ｋ㎡の誕生したばかり

の市である。 

当市は北アルプスの北端が日本海に急激に落ち込み、海岸線の僅かな平地が市街

地を形成し、能生川、早川、海川、姫川、青海川等の河川が渓谷を形成して、その

川沿いに集落が点在している。区域の大部分は山岳地帯で、海岸、山岳、渓谷と個

性豊かな自然を有し、地域内には多くの温泉が点在している。観光資源も豊富で、

翡翠の産出地として知られるヒスイ峡、海岸の奇形をなす親不知など豊かな自然環

境を活かしながら旧１市２町の魅力と活力を結集して翡翠をシンボルとした「翠の

交流都市」を目指している。 

一方、近年、生活様式の多様化や社会環境の急速な変化により、自然や環境破壊

が進む中において、河川の水質保全や水洗トイレ等生活環境の改善を目的とした下

水道整備が多くの市民から強く望まれている。 

このため、糸魚川市では、合併前の旧市町時代から下水道整備を進めてきており、

公共下水道、農業集落排水事業、漁業集落排水事業、浄化槽（市設置型・個人設置

型）事業に取り組んでいる。 

しかし、平成１６年度末の汚水処理人口普及率は、旧能生町で９７．３％、旧青

海町で９９．５％と整備が完了しているものの、旧糸魚川市は７７．７％と大きく

遅れており、早急な整備の促進が必要となっている。 

また、中山間地で農業を営む農村地域においては、農業従事者の高齢化が進み、

農家戸数が激減していることから、生活環境の向上により減少に歯止めをかけるこ

とも重要課題となっている。 



このようなことから、公共下水道の整備や浄化槽の設置により、河川の水質保全

を図り、水辺の再生や清流の復活を目指すとともに、農村地域の環境改善による農

業の活性化等を図り、翡翠の水再生を目指す。 

   

  （目標）汚水処理人口普及率の向上（旧糸魚川市の普及率を今後５箇年で７７．

７％から９０％に、市全体で８５．８％から９３％に向上する） 
 

５．目標を達成するために行う事業 

５－１ 全体の概要 
合併前の旧市町下水道整備の進捗状況には格差があり、新市として１日も早くこ

の解消に努めることにより、糸魚川市としての一体性を高め、市民の融和と地域の

均衡ある整備を進めていく必要がある。このため、公共下水道整備の遅れている地

域の整備促進を図るとともに、公共下水道等の集合処理施設整備が見込めない中山

間地域においては、浄化槽の設置を推進する。 

公共下水道の整備については、旧糸魚川市の市街地沿線地域や周辺部農村地域の

さらなる促進を図り、１８年度から２１年度までには、現在認可区域のほぼ全域の

整備完了を目指す。未認可区域においても、浄化槽の個人設置型補助事業により水

質の保全を図る。 

また、浄化槽の設置については、中山間地域に年間６０基の設置を予定して、上

流地域の水質保全や生活環境の改善により、過疎、高齢化に悩む地域の若者の定住

化・後継者育成をはかり、人口の減少に歯止めをかける。 

 
 ５－２ 法第５章の特別の措置を適用して行う事業 

整備箇所等は、別添の整備箇所を示した図面による。 

対象となる事業は、以下のとおり事業開始に係る手続を完了している。 

・公共下水道・・・昭和５９年１月に事業認可 

 

［事業主体］ 
・いずれも糸魚川市 

  ［施設の種類］ 
・公共下水道、浄化槽（個人設置型、市設置型） 

［事業区域］ 
    ・公共下水道      糸魚川市 （糸魚川地区） 
    ・浄化槽（個人設置型） 糸魚川市 （下水道事業未認可区域） 
    ・浄化槽（市設置型）  糸魚川市 （集合処理区域を除く市内全域） 



［事業期間］ 
公共下水道      平成１８年度～平成２１年度 
浄化槽（個人設置型） 平成１８年度～平成２２年度 
浄化槽（市設置型）  平成１７年度～平成２２年度 

［事業費］ 

公共下水道      補助対象事業費 １，６０１，０００千円 
（うち、交付金   ８００，５００千円） 
単独事業費   １，００４，４２４千円 

浄化槽（個人設置型） 補助対象事業費     １，７６４千円 
（うち、交付金       ５８８千円） 

浄化槽（市設置型）  補助対象事業費   ３３９，５４９千円 
（うち、交付金   １１３，１８３千円） 
単独事業費      ２４，９８６千円 

 
合計         補助対象事業費  １，９４２，３１３千円 

（うち、交付金    ９１４，２７１千円） 
単独事業費    １，０２９，４１０千円 

［整備量］ 
    ・公共下水道     φ２００～３００ｍｍ   １８，５８５ｍ 
    ・浄化槽       ２６８基 
 
    各施設による新規の処理人口 
     公共下水道       2,200 人 
     浄化槽（個人設置型）     12 人 
     浄化槽（市設置型）   1,292 人 
 
５－３ その他の事業   

公共水域の水質保全の必要性、し尿及び単独浄化槽から合併浄化槽への切替え

の必要性などについて理解を深めるための住民説明会（６回） 
 
６．計画期間 

平成１７年度～２２年度 
 
７．目標の達成状況に係る評価に関する事項 

下水道普及率等の計画目標が確実に達成できるか、年度毎に数値を調査・把握し

て、市民に公表する。 

整備した汚水処理施設は、適切な維持管理と効率的かつ経済的な運営に努め、地

域住民の理解や協力を得るため、十分な説明ときめ細かな対応に心掛け、環境改善



や水質保全による住民サービスの向上を図る。 

 
８ 地域再生計画の実施に関し当該地方公共団体が必要と認める事項  

該当なし 




